
「学生との年金対話集会」や、「年金動画・ポス
ターコンテスト」を開催する。さらに、個々人
の就労履歴と将来の年金受取額の見通しを「見
える化」する公的年金シミュレーターを運用す
る。

また、「ねんきん定期便」については、老後
の生活設計を支援するため、国民年金法等の一
部を改正する法律による年金の繰下げ受給の上
限年齢の引上げを踏まえた年金額増額のイメー
ジ等について、引き続き分かりやすい情報提供
を行う。

（3）資産形成等の支援
ア　資産形成等の促進のための環境整備

勤労者財産形成貯蓄制度の普及等を図ること
により、高齢期に備えた勤労者の自助努力によ
る計画的な財産形成を促進する。

企業年金・個人年金制度に関して、「令和3
年度税制改正の大綱」において決定されたDC
の拠出限度額の引上げや算定方法の見直しにつ
いて、令和6年12月からの円滑な施行に向け、
引き続き改正内容の周知・啓発に努める。ま
た、「 資 産 所 得 倍 増 プ ラ ン 」 等 を 踏 ま え、
iDeCoの加入可能年齢の70歳への引上げ、拠
出限度額の引上げや各種手続の簡素化等につい
て引き続き社会保障審議会企業年金・個人年金
部会において議論を進める。退職金制度につい
ては、中小企業における退職金制度の導入を支
援するため、中小企業退職金共済制度の普及促
進のための施策を実施する。

NISA制度に関して、更なる普及・活用促進
のための施策を実施する。

イ　資産の有効活用のための環境整備
住宅金融支援機構において、高齢者が住み替

え等のための住生活関連資金を確保するため

に、リバースモーゲージ型住宅ローンの普及を
促進する。

低所得の高齢者世帯が安定した生活を送れる
ようにするため、各都道府県社会福祉協議会に
おいて、一定の居住用不動産を担保として、世
帯の自立に向けた相談支援に併せて必要な資金
の貸付けを行う不動産担保型生活資金の貸与制
度を実施する。

2　健康・福祉

（1）健康づくりの総合的推進
ア　生涯にわたる健康づくりの推進

令和5年5月31日に告示した「国民の健康
の増進の総合的な推進を図るための基本的な方
針」（令和5年厚生労働省告示第207号）に基づ
き、健康日本21（第三次）を推進する。健康
日本21（第三次）においては、「全ての国民が
健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の
実現」のため、健康寿命の延伸を引き続き最終
的な目標として、「健康寿命の延伸と健康格差
の縮小」、「個人の行動と健康状態の改善」、「社
会環境の質の向上」、「ライフコースアプローチ
を踏まえた健康づくり」の4つを基本的な方向
として運動を進めていく。

健康日本21（第三次）に基づき、企業、団
体、地方公共団体等と連携し、健康づくりにつ
いて取組の普及啓発を推進する「スマート・ラ
イフ・プロジェクト」を引き続き実施してい
く。

さらに、健康な高齢期を送るためには、若年
期からの総合的な健康づくりが重要であるた
め、市町村が「健康増進法」に基づき実施して
いる健康教育、健康診査、訪問指導等の健康増
進事業について一層の推進を図る。

このほか、フレイル対策にも資する「日本人
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の食事摂取基準（2020年版）」の活用に当たっ
ては、フレイル予防の普及啓発ツールの啓発を
引き続き進めていく。

また、医療保険者による特定健康診査・特定
保健指導の着実な実施や、データヘルス計画に
沿った取組等、加入者の予防・健康づくりの取
組を推進していくとともに、糖尿病を始めとす
る生活習慣病の重症化予防の先進的な事例の横
展開等、中長期的な各般の取組を引き続き進め
ていく。

いつまでも健康で活力に満ちた長寿社会の実
現に向けて、地方公共団体におけるスポーツを
通じた健康増進に関する施策を持続可能な取組
とするため、域内の体制整備及び運動・スポー
ツに興味・関心を持ち、習慣化につながる取組
を推進する。

食育の観点からは、「第4次食育推進基本計
画」に基づき、多世代交流等の共食の場の提供
や栄養バランスに優れた日本型食生活の実践に
向けたセミナーの開催等の食育活動への支援、
スマイルケア食の普及促進など、家庭や地域等
における食育の推進を図る。

高齢受刑者で日常生活に支障がある者の円滑
な社会復帰を実現するため、引き続きリハビリ
テーション専門スタッフを配置する。

また、散歩や散策による健康づくりにも資す
る取組として、河川空間とまち空間が融合した
良好な空間の形成を目指す「かわまちづくり」
を推進する。

熱中症対策普及団体の活用等を通じ、高齢者
等の熱中症弱者に対する見守り・声かけを強化
する。

イ　介護予防の推進
要介護状態等になることを予防し、要介護状

態等になった場合でもできるだけ地域において

自立した日常生活を営むことができるよう市町
村における地域の実情に応じた効果的・効率的
な介護予防の取組を推進する。

平成27年度から開始された「介護予防・日
常生活支援総合事業」は、多様な生活支援の充
実、高齢者の社会参加と地域における支え合い
体制づくり、介護予防の推進等を図るものであ
り、令和6年度から開始する第9期介護保険事
業（支援）計画の実施に当たり、介護予防の取
組を更に推進し、より効果的な介護予防の取組
の展開に資する事業となるよう、研修会の開催
等を行い、引き続き市町村の取組を支援してい
く。

（2）持続可能な介護保険制度の運営
令和22年に向けて、高齢化が一層進展し、

85歳以上人口の急増や生産年齢人口の急減等
が見込まれている中、高齢者ができるだけ住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期ま
で続けることができるよう、「地域包括ケアシ
ステム」の深化・推進に向けた取組や、介護人
材の確保や介護現場の生産性が向上するような
取組が令和6年度から始まる第9期介護保険事
業（支援）計画に盛り込まれることを踏まえ、
これらの取組を推進する。また、令和5年5月
に成立した「全世代対応型の持続可能な社会保
障制度を構築するための健康保険法等の一部を
改正する法律」（令和5年法律第31号）に基づ
く、医療介護での情報連携基盤の整備につい
て、引き続き検討を進める。

（3）介護サービスの充実（介護離職ゼロの実
現）

ア　必要な介護サービスの確保
地域住民が可能な限り、住み慣れた地域で介

護サービスを継続的・一体的に受けることので
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きる体制（地域包括ケアシステム）の実現を目
指すため、地域医療介護総合確保基金等を活用
し、地域の実情に応じた介護サービス提供体制
の整備を促進するための支援を行う。

また、地域で暮らす高齢者個人に対する支援
の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同
時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現
に向けた手法として、全国の地方公共団体に

「地域ケア会議」の普及・定着を図るため、市
町村に対し、「地域ケア会議」の開催に係る費
用に対して、財政支援を行う。

さらに、「地域づくり加速化事業」として、
市町村の地域づくり促進のための支援パッケー
ジを活用し、有識者による研修実施や、総合事
業等に課題を抱える市町村等への伴走的支援を
行う。

あわせて、介護人材の確保のため、多様な世
代を対象とした職場体験事業や介護に関する入
門的研修の実施からマッチングまでの一体的支
援事業等を地域医療介護総合確保基金に位置付
け、令和5年度に引き続き、当該基金の活用に
より、「参入促進」、「労働環境の改善」、「資質
の向上」に向けた都道府県の取組を支援する。
さらに、介護福祉士修学資金等貸付事業の更な
る活用促進等に取り組む。加えて、介護職の魅
力及び社会的評価の向上や、他業種で働いてい
た方等が介護・障害福祉分野における介護職に
就職する際の支援を行い、更なる介護分野への
参入促進に向けた取組を推進する。介護職員の
処遇改善については、介護職員等の確保に向け
て、介護職員の処遇改善のための措置ができる
だけ多くの事業所に活用されるよう推進する観
点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特
定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支
援加算について、現行の各加算・各区分の要件
及び加算率を組み合わせた4段階の「介護職員

等処遇改善加算」に一本化を行う。また、介護
現場で働く方々にとって、令和6年度に2.5％、
令和7年度に2.0％のベースアップへと確実に
つながるよう加算率の引上げを行う。

また、介護労働者の雇用管理改善を促進する
「介護雇用管理改善等計画」に基づき、事業所
の雇用管理の改善のためのコンサルティングの
実施、介護労働者の雇用管理全般に関する雇用
管理責任者への講習に加え、事業所の雇用管理
改善に係る好事例の公開や助成金の周知等を引
き続き実施する。人材の参入促進を図る観点か
らは、介護に関する専門的な技能を身につけら
れるようにするための公的職業訓練について、
民間教育訓練実施機関等を活用した職業訓練枠
の拡充のため、職場見学・職場体験を組み込む
ことを要件とした訓練委託費等の上乗せを引き
続き実施するとともに、全国の主要な公共職業
安定所に医療・福祉分野等のマッチング支援を
行う「人材確保対策コーナー」を設置し、きめ
細かな職業相談・職業紹介、求人充足に向けた
助言・指導等の取組の強化を図る。また、「人
材確保対策コーナー」を設置していない公共職
業安定所においても、医療・福祉分野等の職業
相談・職業紹介、求人情報の提供及び「人材確
保対策コーナー」への利用勧奨等の支援を実施
していく。さらに、令和5年度に引き続き、各
都道府県に設置されている福祉人材センターに
おいて、離職した介護福祉士等からの届出情報
をもとに、求職者になる前の段階からニーズに
沿った求人情報の提供等の支援を推進するとと
もに、当該センターに配置された専門員が求人
事業所と求職者間双方のニーズを的確に把握し
た上で、マッチングによる円滑な人材参入・定
着促進、職業相談、職業紹介等を推進する。

また、在宅・施設を問わず必要となる基本的
な知識・技術を修得する介護職員初任者研修を
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引き続き各都道府県において実施する。
令和5年度に引き続き、「11月11日」の「介

護の日」に合わせ、都道府県・市町村、介護事
業者、関係機関・団体等の協力を得つつ、国民
への啓発のための取組を重点的に実施する。

また、令和5年度に引き続き、現場で働く介
護職員の職場環境の改善につなげるため、優良
事業者の表彰を通じた好事例の普及促進を図る
観点から、「介護職員の働きやすい職場環境づ
くり内閣総理大臣及び厚生労働大臣表彰」を実
施する。

さらに、地域包括ケアの推進等により住み慣
れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで
続けることができるような体制整備を目指し
て、引き続き在宅医療・介護の連携推進等、制
度、報酬及び予算面から包括的に取組を行う。

イ　介護サービスの質の向上
介護保険制度の運営の要であるケアマネ

ジャーの資質の向上を図るため、引き続き、実
務研修及び現任者に対する研修を体系的に実施
する。

また、高齢者の尊厳の保持を図る観点から、
地方公共団体と連携し、地域住民への普及啓発
や関係者への研修等を進める等、高齢者虐待の
防止に向けた取組を推進していく。

平成24年4月より、一定の研修を受けた介
護職員等は、一定の条件の下に喀痰吸引等の行
為を実施できることとなった。令和6年度にお
いては、引き続き各都道府県と連携の下、研修
等の実施を推進し、サービスの確保、向上を
図っていく。

引き続き、マイナポータルを活用し介護保険
手続の検索やオンライン申請の可能な「介護ワ
ンストップサービス」（平成31年1月より開始）
を推進するため、標準様式の周知等により、地

方公共団体での導入促進を図っていく。

ウ　地域における包括的かつ持続的な在宅医
療・介護の提供

持続可能な社会保障制度を確立するために
は、高度急性期医療から在宅医療・介護までの
一連のサービス提供体制を一体的に確保できる
よう、質が高く効率的な医療提供体制を整備す
るとともに、国民が可能な限り住み慣れた地域
で療養することができるよう、医療・介護が連
携して地域包括ケアシステムの実現を目指すこ
とが必要である。このため、平成26年度に創
設した地域医療介護総合確保基金を活用し、引
き続き、各都道府県が策定した事業計画に基づ
き、在宅医療・介護サービスの提供体制の整備
等のために必要な取組を実施していく。また、
在宅医療・介護の連携推進に係る事業は、介護
保険法の地域支援事業に位置付け、市町村が主
体となって地域の医師会等と連携しながら取り
組むこととしている。また、在宅医療・介護連
携に関する取組の推進・充実を図るために、引
き続き市町村等職員に対する研修の実施及び市
町村支援を行う都道府県への支援の充実等を行
う。

在宅医療の体制の整備については、都道府県
が策定した第8次医療計画を踏まえ、地域の実
情に応じた支援を行う。

エ　介護と仕事の両立支援
（ア）育児・介護休業法の円滑な施行
介護休業や介護休暇等の仕事と介護の両立支

援制度等を定めた「育児休業、介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律」について、引き続き都道府県労働局におい
て制度の内容を周知するとともに、企業におい
て法の履行確保が図られるよう事業主に対して
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指導等を行う。
また、介護離職を防止するための仕事と介護

の両立支援制度の周知の強化等を内容とする
「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支
援対策推進法の一部を改正する法律案」を第
213回国会（令和6年）に提出しており、本法
律案が成立した際には、その円滑な施行に向け
た周知・広報等に取り組む。

（イ）仕事と介護を両立しやすい職場環境整
備

中高年齢者を中心として、家族の介護のため
に離職する労働者の数が高止まりしていること
から、仕事と介護の両立支援制度について周知
を行っていくとともに、全国各地での企業向け
セミナーの開催や仕事と家庭の両立支援プラン
ナーによる個別支援を通じて、「介護離職を予
防するための両立支援対応モデル」及び「介護
支援プラン」の普及促進を図り、労働者の仕事
と介護の両立を支援し、継続就業を促進する。

また、「介護支援プラン」を策定し、介護に
直面する労働者の円滑な介護休業の取得・職場
復帰に取り組む中小企業事業主や、その他の仕
事と介護の両立に資する制度（介護両立支援制
度）を労働者が利用した中小企業事業主を助成
金により支援することを通じて、企業の積極的
な取組の促進を図る。

（4）持続可能な高齢者医療制度の運営
令和7年までに全ての団塊の世代が後期高齢

者となる中、現役世代の負担上昇の抑制を図
り、負担能力に応じて、増加する医療費を全て
の世代で公平に支え合う観点から、第211回通
常国会において、後期高齢者1人当たり保険料
と現役世代1人当たり後期高齢者支援金の伸び

率が同じとなるよう後期高齢者の保険料負担割
合を見直すこと、その際、低所得の方々の負担
増が生じないようにする等の激変緩和措置を講
じることとする改正法が成立し、令和6年4月
から施行されている。

後期高齢者の保健事業について、高齢者の心
身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実
施するため、後期高齢者医療広域連合のみなら
ず、市民に身近な市町村が中心となって、介護
保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業
と一体的に後期高齢者の保健事業を実施する

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」
の推進を図っている。

このため、後期高齢者医療広域連合から市町
村へ高齢者保健事業を委託し、①事業全体の
コーディネートや企画調整・分析等を行う医療
専門職、②高齢者に対する個別的支援や通いの
場等への関与等を行う医療専門職を配置する費
用等を、国が後期高齢者医療調整交付金のうち
特別調整交付金により引き続き支援する。

加えて、後期高齢者医療広域連合や市町村の
職員を対象とする保健事業実施に関する研修や
市町村の取組状況の把握等を行う「高齢者の保
健事業と介護予防の一体的実施の全国的な横展
開事業」等を通じて、取組の推進を支援する。

（5）認知症施策の推進
認知症は誰もがなり得るものであり、家族や

身近な人が認知症になること等を含め、多くの
人にとって身近なものとなっている。認知症の
発症を遅らせ、認知症になっても希望をもって
日常生活を過ごせる社会を目指すため、令和元
年6月に取りまとめられた「認知症施策推進大
綱」には、「共生」と「予防」を車の両輪とし、
①普及啓発・本人発信支援、②予防、③医療・
ケア・介護サービス・介護者への支援、④認知
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症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への
支援・社会参加支援、⑤研究開発・産業促進・
国際展開の5つの柱に沿った施策が盛り込まれ
ているところであり、引き続きこれら施策を推
進していく。

また、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を
持って暮らすことができること、認知症の人を
含めた全ての国民がその個性と能力を十分に発
揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合い
ながら共生する活力ある社会の実現を推進する
ことを目的とする認知症基本法に基づき、認知
症の人やその家族、保健医療福祉従事者等から
構成される「認知症施策推進関係者会議」から
意見を聴きながら、令和6年秋頃の策定を目指
し「認知症施策推進基本計画」の検討を進め
る。

認知症基本法では、①認知症の人に関する国
民の理解の増進等②認知症の人の生活における
バリアフリー化の推進③認知症の人の社会参加
の機会の確保等④認知症の人の意思決定の支援
及び権利利益の保護⑤保健医療サービス及び福
祉サービスの提供体制の整備等⑥相談体制の整
備等⑦研究等の推進等⑧認知症の予防等の基本
的施策が盛り込まれているところであり、「認
知症施策推進基本計画」においてもこれら施策
について規定した上で、引き続き認知症施策の
総合的な取組を推進していく。

（6）人生の最終段階における医療・ケアの在
り方

人生の最終段階における医療・ケアについて
は、医療従事者から本人・家族等に適切な情報
の提供がなされた上で、本人・家族等及び医
療・ケアチームが繰り返し話合いを行い、本人
による意思決定を基本として行われることが重
要である。

そのため、人生の最終段階における医療・ケ
ア体制整備事業として、「人生の最終段階にお
ける医療・ケアの決定プロセスに関するガイド
ライン」に基づき、全国の医療従事者等に向け
て、研修を行っていく。

また、本人が望む医療やケアについて前もっ
て考え、家族等や医療・ケアチームと繰り返し
話し合い、共有する取組（人生会議）の普及・
啓発を図るため、今後、国民に対し更に普及・
啓発していく。

（7）住民等を中心とした地域の支え合いの仕
組み作りの促進

ア　地域の支え合いによる生活支援の推進
令和4年度に創設した「生活困窮者支援等の

ための地域づくり事業」等を通じて、地域住民
のニーズ・生活課題の把握、住民主体の活動支
援・情報発信、地域コミュニティを形成する居
場所づくり、多様な担い手が連携する仕組み作
りなどの取組を進め、身近な地域における共助
の取組を活性化させることで、地域福祉の推進
を図る。

また、「寄り添い型相談支援事業」として、
24時間365日ワンストップで電話相談を受け、
必要に応じて、具体的な解決につなげるための
面接相談、同行支援を行う事業を実施する。

地域共生社会の実現に向けて、市町村におい
て、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ
に対応する包括的な支援体制を整備するため、
重層的支援体制整備事業を実施する市町村に対
して適切な支援を行うこと等により、地域にお
ける取組等を推進する。

イ　地域福祉計画の策定の支援
福祉サービスを必要とする高齢者を含めた地

域住民が、地域社会を構成する一員として日常
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生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が確保されるよう地
域福祉の推進に努めている。このため、福祉の
各分野における共通して取り組むべき事項や福
祉サービスの適切な利用の推進、社会福祉を目
的とする事業の健全な発達、地域福祉活動への
住民参加の促進、要援護者に係る情報の把握・
共有・安否確認等の方法等を盛り込んだ地域福
祉計画の策定の支援を引き続き行う。

ウ　地域における高齢者の安心な暮らしの実現
地域主導による地域医療の再生や在宅介護の

充実を引き続き図っていく。そのため、医療、
介護の専門家を始め、地域の多様な関係者を含
めた多職種が協働して個別事例の支援方針の検
討等を行う「地域ケア会議」の取組や、情報通
信技術の活用による在宅での生活支援ツールの
整備等を進め、地域に暮らす高齢者が自らの希
望するサービスを受けることができる社会を構
築していく。

また、高齢者が地域での生活を継続していく
ために、市町村が実施する地域支援事業を推進
し、各市町村が効果的かつ計画的に生活支援・
介護予防サービスの基盤整備を行うことができ
るよう、市町村に生活支援コーディネーター

（地域支え合い推進員）を配置するなど、その
取組を推進する。

新たなシニア向けサービスの需要の創造、高
齢者の起業や雇用の促進、高齢者が有する技
術・知識等の次世代への継承等の好循環を可能
とする環境を整備していく。

3　学習・社会参加

（1）学習活動の促進
ア　学校における多様な学習機会の提供
（ア）初等中等教育機関における多様な学習

機会の確保
児童生徒が高齢社会の課題や高齢者に対する

理解を深めるため、学習指導要領に基づき、引
き続き小・中・高等学校におけるボランティア
等社会奉仕に関わる活動や高齢者との交流等を
含む体験活動の充実を図る。

（イ）高等教育機関における社会人の学習機
会の提供

生涯学習のニーズの高まりに対応するため、
大学においては、社会人選抜の実施、夜間大学
院の設置、昼夜開講制の実施、科目等履修生制
度の実施、長期履修学生制度の実施等を引き続
き行い、履修形態の柔軟化等を図って、社会人
の受入れを一層促進する。

また、大学等が、その学術研究・教育の成果
を直接社会に開放し、履修証明プログラムや公
開講座を実施する等高度な学習機会を提供する
ことを促進する。

放送大学においては、テレビ・ラジオ放送や
インターネット等の身近なメディアを効果的に
活用して、幅広く大学教育の機会を国民に提供
する。

また、高等教育段階の学習機会の多様な発展
に寄与するため、短期大学卒業者、高等専門学
校卒業者、専門学校等修了者で、大学における
科目等履修生制度等を利用し一定の学習を修め
た者については、独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構において審査の上、「学士」の学
位授与を行う。
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